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Ⅰ. 調査概要 

 

１－１．はじめに 

本調査は内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「国家レジリエンス（防災・減災）の強

化（災害時地下水利用システム開発）」（代表：沖大幹東京大学教授）の研究の一環で行ったものである。

この研究プロジェクトは大規模災害が頻発する状況を背景に開始されたものであり、環境に大きな影響

を及ぼすことなく非常時に利用可能な地下水量を三次元水循環解析モデルによって定量的に明らかにし、

地域の実情に即した非常時地下水利用システムの構築に資する研究開発を制度面も含めて推進すること

を目的とする。 

この全体構想を受け、地域防災の実情を把握することを目的に「地区防災計画の策定・普及に関する

アンケート調査」を全国の基礎自治体に実施し、自治体内に地区防災計画を策定している住民団体・事

業者の有無で別々のアンケートに回答してもらった。「地区防災計画を策定している住民団体がある自治

体」に対しては、主に「地区防災計画の作成プロセス」、「地区防災計画に基づく活動の実施・点検・改

善状況」、「住民との関係性や住民の防災意識に対する行政の認識」、「地区防災計画における飲料水・生

活用水の確保」について質問し、地区防災計画に関する現状と問題認識の把握に努めた。また「地区防

災計画を策定している住民団体がない自治体」に対しては、地区防災計画作成中の住民団体の有無で質

問項目を分け、「作成中の住民団体がある自治体」に対しては、主に「地区防災計画の作成プロセス」、

「住民との関係性や住民の防災意識に対する行政の認識」、「地区防災計画における飲料水・生活用水の

確保」について、「策定中の住民団体がない自治体」に対しては、「作成・普及が進まない自治体側・住

民側それぞれの理由」や「作成・普及のために受けたい支援」について、それぞれ質問し地区防災計画

に関する現状と問題認識の把握に努めた。なお、調査結果の詳細は17頁以降に掲載している。 

 

１－２．調査方法等 

①調査対象：全国1,741市区町村 

②調査方法：webアンケート方式 

③調査時期：令和 3年 2月 

④回収結果：960市区町村（56.0％） 

・地区防災計画を策定した住民団体がある自治体対象 

…202団体／960団体（計画有 21.0％） 

・地区防災計画を策定した住民団体がない自治体対象 

…758団体／960団体（計画無 79.0％） 

↳うち、計画策定中の住民団体がある自治体…70団体／758団体 

計画策定中の住民団体がない自治体…688団体／758団体 
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１－３．調査結果の概要 

（１）地区防災計画を策定した住民団体がある自治体を対象とした調査結果 

ア 地区防災計画の作成プロセス 

地区防災計画を策定している住民団体・事業者が 1 団体でもあると回答した自治体に対して、地区防

災計画の作成を提案したのは住民・地域行政どちらかを質問したところ、「住民（事業者）自ら提案して

きた」と回答した自治体は 31.63％、「防災担当課から提案した」と回答した自治体は 61.73％という結

果となった。また、計画作成の上で中心的な役割を果たしたと思われる人物の属性について質問したと

ころ、やはり住民が中心的な役割を果たしているという回答が圧倒的に多い結果となった（「自治会や町

内会の役員」と回答した団体が 76.65％、「自主防災組織の役員」と回答した団体が 70.56％）。一方、「現

役の市町村行政職員」が中心的な役割を果たしていると回答した自治体は 26.40％であった（結果につ

いて、詳細は20頁～21頁を参照）。 

地区防災計画の作成提案者の回答別（提案をしたのは住民か地域行政か別の回答）に、中心的な役割

を果たした人物の属性回答を見てみると、「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した自治体でも「防

災担当課から提案した」と回答した自治体でも、住民が中心的な役割を果たしているという回答傾向は

同じであったが、「防災担当課から提案した」と回答した自治体では、やはり「現役の市町村行政職員」

が中心的な役割を果たしていると回答する傾向が高かった。また「住民（事業者）自ら提案してきた」

と回答した自治体でも「防災担当課から提案した」と回答した自治体でも、「防災士等の防災関係の資格

を持つ人物」が中心的な役割を果たしたと回答したのが 2割弱あった（図１－１－１）。 

 

 
図１－１―１ 地区防災計画を作成する上で中心的な役割を果たしたと思われる人物 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問、地区防災計画の作成提案者の回答別） 

 

次に地区防災計画を作成する上での防災担当課の役割について見てみると、「計画を作成する上で、地

域や災害に関するデータ・情報提供を行った」と回答した自治体が58.88％で最も多く、続いて「計画を

作成する上で、たたき台となる計画案を提供した」と回答した自治体が48.22％、「住民との会議で、資
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料印刷や資機材・会場の供与・貸出等を行った」と回答した自治体が39.00％、「住民との会議で、関係

部署・外部機関や学識経験者との連絡調整を行った」と回答した自治体が 37.06％という結果となった

（詳細は 22頁を参照）。これについて地区防災計画の作成提案者の回答別に見てみると、「防災担当課か

ら提案した」と回答した自治体は、全体的に様々な支援を行ったことが分かる（図１－１－２）。特に、

「計画を作成する上で、たたき台となる計画案を提供した」との回答については、「防災担当課から提案

した」と回答した自治体と「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した自治体とでは、40％以上の

隔たりがあった。また、「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した自治体の3割が「特に明確な役

割を果たしていなかった」と回答しており、「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した自治体では、

やはり行政に依存せず自力で地区防災計画の作成に取り組む傾向が強かったと言えるだろう。 

 

 
図１－１－２ 地区防災計画を作成する上で、防災担当課が果たした役割 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問、地区防災計画の作成提案者の回答別） 

 

地区防災計画を作成する上で、住民（事業者）との間で意見調整を要した案件や、解決しなければな

らなかった課題についても、「特に意見調整を要した案件や課題はなかった」という選択肢では、「住民

（事業者）自ら提案してきた」と回答した自治体と「防災担当課から提案した」と回答した自治体との

間に、約 30％の隔たりがあった（図１－１－３）。また「行政（公助）に対する過度な期待や依存があっ

た」、「自助や共助の取組について、十分に理解されていなかった」の回答についても、「住民（事業者）

自ら提案してきた」と回答した自治体と「防災担当課から提案した」と回答した自治体との間には約20％

の隔たりがあった。やはり「防災担当課から提案した」と回答した自治体の回答の方が、地域防災にお

ける住民の行政への依存傾向や、自助・共助に対する理解が不十分であることがうかがえる。 
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図１－１－３ 住民（事業者）との間で意見調整を要した案件や、解決しなければならなかった課題 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問、地区防災計画の作成提案者の回答別） 

 

イ 地区防災計画に基づく活動の実施・点検・改善状況 

内閣府の『地区防災計画ガイドライン～地域防災力の向上と地域コミュニティの活性化に向けて～』

によれば、地区防災計画制度の特徴の一つに「PDCAサイクルに基づき、訓練の実施、訓練の評価・検

証、そして計画の見直しを行う」ことをあげている。そこで、PDCAサイクルが回っているのかどうか

を把握するために、「活動ができているかどうか」、「計画の点検を行っているかどうか」、「計画の改善を

行っているかどうか」を基礎自治体が把握しているか質問した。地区防災計画の作成提案の回答別に回

答結果を見てみると、地区防災計画に基づき活動ができているかどうかについては、「住民（事業者）自

ら提案してきた」と回答した自治体、「防災担当課から提案した」と回答した自治体、いずれも 6割半の

自治体が「活動ができている」と回答した（図１－１－４）。計画の点検については、点検を行っている

のは全体の回答傾向だと26.63％だが、地区防災計画に基づき活動ができている自治体だけ抽出すると、

37.19％に上がった。さらに地区防災計画の作成提案別に回答を見ると、「住民（事業者）自ら提案して

きた」と回答した自治体で「点検をしている」のは40％、「防災担当課から提案した」と回答した自治体

で「点検をしている」のは33.78％という結果となった（図１－１－５）。「点検をしている」自治体にの

み回答してもらった計画の改善状況については、回答した自治体の約 5 割が「修正・改善を行った」と

回答した。これについては、「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した自治体と「防災担当課から

提案した」と回答した自治体で分けて見ても、大きな差は無かった（図１－１－６）。 

また、「活動を把握していない」という回答について、実施・点検・改善ごとに着目してみると、大凡

2割～3割程度の自治体で、住民の活動を把握していないことがうかがえる。例えば、計画の実施につい

て「把握していない」という回答の全体傾向は約27.03％であり、その中から「住民（事業者）自ら提案

してきた」と回答した自治体を抽出すると34.55％、「防災担当課から提案した」と回答した自治体を抽
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出すると 25.00％となり、「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した自治体の方が、住民団体の活

動を把握していない（図１－１－４）。計画の点検については、「把握していない」という回答率は約37％

であり、その中から前の設問で「活動ができている」と回答した自治体に絞ると、計画に基づく活動は

把握していても、「計画の点検をしているかどうか、把握していない」という自治体が約 3割あることが

分かる（図１－１－５）。計画の改善については、「防災担当課から提案した」と回答した自治体よりも、

「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した自治体の方が、「修正・改善を行っているか把握してい

ない」と回答する割合が大きい結果となった（図１－１－６）。つまり、地区防災計画を「住民（事業者）

自ら提案してきた」と回答した自治体の方が、地区防災計画作成後の住民団体の活動実施・点検・改善

を把握していない傾向にあると言える。 
 

 
図１－１－４ 地区防災計画に基づき活動ができているかどうか 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問） 

 

 
図１－１－５ 地区防災計画の点検ができているかどうか 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問） 
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図１－１－６ 地区防災計画の改善ができているかどうか 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問） 

 
内閣府の『地区防災計画ガイドライン』では、「防災活動の主体である地区居住者等と市町村等が連携

すること」が記載されており、地区防災計画を「地域住民及び事業者が行政と連携して共同して行う防

災活動に関する計画」として定義し、本計画の実施主体に行政も含まれることを明らかにしている。地

区防災計画が、地域住民と市町村行政の連携や共同をうたっていることから、その後の実施・点検・改

善を基礎自治体が把握しフォローすることが求められよう。これは、地区防災計画を策定した住民団体

が計画の修正・改善を行っていない理由についての回答結果にも表れており、回答した自治体の 2 割が

「防災担当課では、修正・改善を行わない理由を把握できていない」を選択している（図１－１－７）。 
 

 
図１－１－７ 地区防災計画の修正・改善ができていない理由 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問） 
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ウ 住民との関係性や住民の防災意識に対する行政の認識 

地区防災計画の策定、及び策定後の地域防災の活動により、市町村行政の防災担当者が住民との関係

性をどのように捉えているのかを把握するための質問を行った。先ず、住民団体との普段の付き合いが、

地区防災計画を策定する前から親密だったかどうかを質問したところ、「親密だった」と回答した自治体

が 22.70％、「どちらかと言えば親密だった」と回答した自治体が 43.24％であった（詳細は 28 頁～31

頁を参照）。次に、地区防災計画の策定後、計画策定前よりも関係が親密になったと感じるか質問をした

ところ、計画策定前から「親密だった」と回答した自治体の約 5割が「親密になった」、2割が「どちら

かと言えば親密になった」と回答した。また、計画策定前から「どちらかと言えば親密だった」と回答

した自治体でも、その後「親密になった」と回答した自治体が約 2割、「どちらかと言えば親密になった」

と回答した自治体が約4割であった。一方、「親密にならなかった」、「どちらかと言えば親密にならなか

った」と回答した自治体はほぼ存在しなかった（図１－１－８）。従って、地区防災計画の策定は、それ

を通じて、地域行政と地域住民との関係を深めることが可能だと考えられる。 

また地区防災計画の策定、及び策定後の地域防災の活動により、住民団体の防災意識が高まったかど

うかも質問を行った。こちらも、先ずは計画策定前から防災意識が高かったかどうかを質問し、次に計

画策定後に防災意識が高くなったかどうかを質問した。計画策定前から防災意識が「高かった」と回答

した自治体は 30.98％、その中で計画策定後に防災意識が「高くなった」と回答した自治体が 60.71％、

「どちらかと言えば高くなった」と回答した自治体が25.00％であった。また、計画策定前から防災意識

が「どちらかと言えば高かった」自治体は43.48％であり、その中で計画策定後に防災意識が「高くなっ

た」と回答した自治体は 18.75％、「どちらかと言えば高くなった」と回答した自治体は 62.50％であっ

た（図１－１－９）。従って、地区防災計画の策定は住民の防災意識の向上にも寄与すると言えるだろう。 
 

 
図１－１－８ 地区防災計画策定による地域行政と住民との関係の変化 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問） 
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図１－１－９ 地区防災計画策定による地域住民の防災意識の変化 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問） 

 
エ 地区防災計画における飲料水・生活用水の確保 

避難生活において、飲料水や生活用水の確保は非常に大きな問題であり、これを確保するための方法

を事前に検討しておくことが求められる。地区防災計画において、水の確保について考えられているの

かどうかを把握するため、飲料水の確保、生活用水の確保についてそれぞれ記載があるかどうかを質問

したところ、飲料水の確保について記載があるところは 54.55％、生活用水の確保について記載がある

ところは 24.37％という結果となった（詳細は32頁～38頁を参照）。また、それぞれの水の確保の方法

についても質問したところ、飲料水についてはペットボトルの備蓄が、生活用水については地下水（井

戸）利用が最も回答が多かった（図１－１－１０）。水の確保については、災害の規模が大規模なもの、

広域なものほど、行政や外部からの支援が滞るおそれもあることから、できる限り地区防災計画の中で

事前に検討をしておき、備蓄や地下水利用により、用途ごとに水を確保しておくことが望ましい。 

 

 
図１－１－１０ 地区防災計画に記載されている飲料水・生活用水確保の方法 

（地区防災計画策定済みの住民団体がある基礎自治体への質問） 
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（２）地区防災計画を策定した住民団体がない自治体を対象とした調査結果 

(2)⁻1 地区防災計画作成中の住民団体がある自治体を対象とした調査結果 

ア 地区防災計画の作成プロセス 

地区防災計画を作成中の住民団体・事業者があると回答した自治体のうち、地区防災計画の作成を提

案したのは住民・地域行政どちらかを質問したところ、「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した

自治体は 45.45％、「防災担当課から提案した」と回答した自治体は 40.91％という結果となった（詳細

は 43頁を参照）。これは、「防災担当課から提案した」と回答した自治体が多かった、地区防災計画策定

済みの自治体の回答とは異なる傾向にあった。しかし、計画作成の上で中心的な役割を果たしていると

思われる人物の属性についての質問では、「自治会や町内会の役員」と回答した自治体が 75.76％、「自主

防災組織の役員」と回答した自治体が 77.27％という結果となり、地区防災計画策定済みの住民団体が

ある自治体の回答とほぼ同様の回答傾向となった（詳細は 44頁を参照）。 

地区防災計画の作成提案者の回答別（提案をしたのは住民か地域行政か別の回答）に中心的な役割を

果たしている人物の属性回答を見てみると、「防災担当課から提案した」と回答した自治体の方が、中心

的役割を果たす人物として自治会・町内会役員や、自主防災組織の役員をあげる傾向が強い（図１－２

－１）。また「防災士等の防災関係の資格を持つ人物」を、中心的役割を果たす人物としてあげている自

治体が約 3割あり、地区防災計画策定済みの住民団体がある自治体よりも1割程度回答率が高かった。 

 

 
図１－２―１ 地区防災計画を作成する上で中心的な役割を果たしていると思われる人物 

（地区防災計画作成中の住民団体がある基礎自治体への質問、地区防災計画の作成提案者の回答別） 

 

地区防災計画を作成する上での防災担当課の役割についても見てみると、「計画を作成する上で、地域

や災害に関するデータ・情報提供を行った」と回答した自治体が63.64％で最も多く、続いて「計画を作

成する上で、たたき台となる計画案を提供した」と回答した自治体が37.88％、「住民との会議で、関係

部署・外部機関や学識経験者との連絡調整を行った」と回答した自治体が 31.82％、「住民との会議で、
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資料印刷や資機材・会場の供与・貸出等を行った」と回答した自治体が30.30％という結果となった。 

これについて地区防災計画の作成提案者の回答別に見てみると、これも地区防災計画策定済みの住民

団体がある自治体を対象とした調査結果と同様の傾向にあることが分かる（図１－２－２）。「防災担当

課から提案した」と回答した自治体の方が全体的に様々な支援を行った点や、「計画を作成する上で、た

たき台となる計画案を提供した」との回答では「防災担当課から提案した」と回答した団体と「住民（事

業者）自ら提案してきた」と回答した自治体との間で40％以上の隔たりがある点、「住民（事業者）自ら

提案してきた」と回答した自治体の 3 割半が「特に明確な役割を果たしていなかった」と回答している

点など、地区防災計画作成済み住民団体がある自治体でも、作成中の住民団体がある自治体でも回答傾

向に大きな違いは見られなかった。 

 

 
図１－２－２ 地区防災計画を作成する上で、防災担当課が果たしている役割 

（地区防災計画作成中の住民団体がある基礎自治体への質問、地区防災計画の作成提案者の回答別） 

 

地区防災計画を作成する上で、住民（事業者）との間で意見調整を要した案件や、解決しなければな

らなかった課題について見てみると、「特に意見調整を要した案件や課題はなかった」、「行政（公助）に

対する過度な期待や依存があった」、「自助や共助の取組について、十分に理解されていなかった」とい

う選択肢で、「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した団体と「防災担当課から提案した」と回答

した団体との間に大きな隔たりがあった（図１－２－３）。これは、地区防災計画策定済み住民団体があ

る自治体の結果と同様の回答傾向であるが、地区防災計画策定中の住民団体がある自治体の方が、全体

的に何らかの意見調整を要した案件や課題が多かったようである。また「住民（事業者）・行政が、お互

いに地区防災計画作成のノウハウを持っていなかった」という選択肢については、「防災担当課から提案

した」と回答した自治体が非常に多く選択しており、30％以上もの隔たりがある。これは、地区防災計

画策定済みの住民団体がある自治体を対象とした調査結果よりも、顕著な結果であった。 
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図１－２－３ 住民（事業者）との間で意見調整を要した案件や、解決しなければならなかった課題 

（地区防災計画作成中の住民団体がある基礎自治体への質問、地区防災計画の作成提案者の回答別） 

 

イ 住民との関係性や住民の防災意識に対する行政の認識 

市町村行政の防災担当者と住民との関係性について見てみると、普段の付き合いが地区防災計画の作

成に取り組む前から「親密だった」と回答した自治体が 20.00％、「どちらかと言えば親密だった」と回

答した自治体が 41.82％であった（詳細は 47 頁～48 頁を参照）。また、地区防災計画の作成を通して、

以前よりも関係が親密になったと感じるかも質問をしたところ、計画作成に取り組む前から「親密だっ

た」と回答した自治体の 8割が「親密になった」、約1割が「どちらかと言えば親密になった」と回答し

た。計画作成に取り組む前から「どちらかと言えば親密だった」と回答した自治体では、計画の作成を

通して「親密になった」と回答した自治体が約1割、「どちらかと言えば親密になった」と回答した自治

体が約 4割という結果であった（図１－２－４）。地区防災計画策定済み住民団体がある自治体の結果ほ

ど明確ではないが、やはり地区防災計画の作成を通じて地域行政と地域住民との関係は深まると考えら

れる。 

次に、地区防災計画の作成を通じて住民団体の防災意識が高まったかどうかについて回答結果を見る

と、計画作成に取り組む前から防災意識が「高かった」と回答した自治体は35.71％、「どちらかと言え

ば高かった」と回答した自治体は 39.29％という結果であった（詳細は49頁～50頁を参照）。また、計

画作成に取り組む前から防災意識が「高かった」と回答した自治体の45.00％が計画作成を通じて「高く

なった」と回答し、20.00％が「どちらかと言えば高くなった」と回答した。計画作成に取り組む前から

防災意識が「どちらかと言えば高かった」と回答した自治体では、計画の作成を通じて「高くなった」

と回答した自治体が 27.27％、「どちらかと言えば高くなった」と回答した自治体が 45.45％という結果

であった（図１－２－５）。こちらも、地区防災計画策定済み住民団体がある自治体ほど明確ではないが、

地区防災計画の作成を通じて、住民の防災意識の向上に寄与していると考えられる。 
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図１－２－４ 地区防災計画作成による地域行政と住民との関係の変化 

（地区防災計画作成中の住民団体がある基礎自治体への質問） 

 

 
図１－２－５ 地区防災計画作成による地域住民の防災意識の変化 

（地区防災計画作成中の住民団体がある基礎自治体への質問） 

 

ウ 地区防災計画における飲料水・生活用水の確保 

現在作成中の地区防災計画において、水の確保について考えられているのかどうかを把握するため、

地区防災計画策定済み住民団体がある自治体を対象とした調査結果と同様に、飲料水の確保と生活用水

の確保について、それぞれ記載があるかどうかを質問したところ、飲料水の確保について記載があると

回答した自治体は31.25％、生活用水の確保について記載があると回答した自治体は 20.69％という結果

となった（詳細は 51 頁～58 頁を参照）。また、それぞれの水の確保の方法についても質問したところ、
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飲料水については「ペットボトルを備蓄」の回答が、生活用水については「その他」の回答が最も多か

った（図１－２－６）。つまり、現在作成されている地区防災計画において、水の確保については、すで

に策定されている地区防災計画と比較して記載がないものが多いということになる。水の確保について

住民組織や事業者としてどうするべきか、地域行政・住民によるさらなる検討が今後必要となろう。 

 

 
図１－２－６ 作成中の地区防災計画に記載されている飲料水・生活用水確保の方法 

（地区防災計画作成中の住民団体がある基礎自治体への質問） 

 

(2)⁻2 地区防災計画策定中の団体がない自治体を対象とした調査結果 

ア 地区防災計画の作成・普及が進まない理由 

地区防災計画を策定している住民団体のない自治体を対象に、作成・普及が進まない理由と、地区防

災計画の作成・普及のために受けたい支援について質問を行った（各回答結果について、詳細は57頁～

62頁を参照）。その結果、作成・普及が進まない理由としては、①地区防災計画の認知度の問題、②業務

量とそれに対応する職員数の問題、③地区防災計画作成のためのノウハウの問題、に大別できることが

分かった。 

先ず認知度の問題について、地区防災計画の作成・普及が進まない住民・事業者側の理由として、「地

区防災計画について知られていないから」という回答をあげた自治体が 66.33％で最も多かった。一方

の自治体側の理由でも、「地区防災計画について十分な普及活動を行えていないから」をあげる自治体が

59.74％で 2番目に多かった。この結果のとおり、そもそも住民・事業者に地区防災計画が十分に認知さ

れていないのであれば、国・地方行政によるさらなる普及活動が必要となろう。 

次に業務量と職員数の問題について、防災に関する業務は災害が発生する度に内容がアップデートさ

れるが、それに対応する自治体の行政職員数は減少傾向にあるのが一般的である。今回の調査結果でも、

やはり地区防災計画の作成・普及が進まない自治体側の理由として、「職員数が少なく、地区防災計画の

作成・普及まで手が回らないから」と回答した自治体が 61.63％、「業務量が多く、地区防災計画の作成・

普及まで手が回らないから」と回答した自治体が 55.09％であった。多くの自治体が業務量と職員数の
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問題を抱えている中で、新たに地区防災計画の取組を住民・事業者と協働で行うのは困難なのであろう。

実際、地区防災計画の作成・普及のために受けたい支援として、「自分達に代わって地区防災計画に関す

る業務を行ってくれる事務局の存在」をあげた自治体が約 4 割もあることから、連絡調整や会議準備等

といった事務作業の負担を減らせる支援ニーズが望まれていると推察される。例えば、地区防災計画に

関する業者への業務委託といった方策が考えられよう。 

最後に地区防災計画作成のためのノウハウの問題について、地区防災計画の作成・普及が進まない自

治体側の理由として、「地区防災計画作成のノウハウを有していないから」と回答した自治体が43.60％

あった。これに対して、地区防災計画の作成・普及のために受けたい支援として、「地区防災計画作成の

手引やマニュアル類の提供」をあげた自治体が56.58％、「計画作成のノウハウを持った人物や計画づく

りのコーディネーターとなる人物の派遣」をあげた自治体が 33.77％であった。内閣府や都道府県では、

計画作成の手引やマニュアル類の整備も進んでおり、これを住民・事業者の計画作成に結びつけていく

ことが求められよう。そこで、そうした役割を担う人材を住民や事業者に派遣し、計画作成・普及支援

のみならず、市町村と住民との間のコーディネーターとしての役割を果たす施策が期待される。こうし

た役割を担う人材としては、防災士の資格を持った人物、元行政職員、防災やまちづくりの学識経験者

が該当すると考えられる。上述のとおり、地区防災計画の作成に中心的な役割を果たした人物として、

「防災士等の防災関係の資格を持つ人物」が2～3割程度あげられていることからも分かるように、防災

士の資格を持った人物、元行政職員、防災やまちづくりの学識経験者が地区防災計画の作成・普及に果

たす人材として期待できよう。 

 

イ 住民との関係性や住民の防災意識に対する行政の認識 

地区防災計画を策定している住民団体のない自治体に対しても、市町村行政の防災担当者と住民との

関係性や、住民団体の防災意識について質問を行った（各結果について、詳細は 60 頁～61 頁を参照）。

住民団体や事業者との普段の付き合いや活動の連携・親密さについては、「親密である」と回答した自治

体は 12.92％、「どちらかと言えば親密である」と回答した自治体は 54.28％であった。地区防災計画策

定済み住民団体のある自治体や、作成中の住民団体のある自治体と比べて、「どちらかと言えば親密であ

る」と回答した自治体数が多く、「親密である」と回答した自治体数が少ないのが特徴的である。また住

民団体の防災意識については、「防災意識は高い」と回答した自治体は4.80％、「どちらかと言えば防災

意識は高い」と回答した自治体は 42.07％であった。この結果について、地区防災計画策定済み住民団体

のある自治体の回答結果や、作成中の住民団体のある自治体の回答結果と比べると、「どちらかと言えば

防災意識は高い」と回答した自治体の比率こそ大きな隔たりは見られなかったが、「防災意識は高い」と

回答した自治体数は極端に少なく、大きな隔たりのある結果となった。地区防災計画策定済み住民団体

のある自治体や作成中の住民団体のある自治体の回答傾向に見られたように、地区防災計画作成の取組

を通じて、地域行政と地域住民との関係が深まったり住民の防災意識が向上したりするのであれば、地

区防災計画を策定している住民団体のない自治体においても、地区防災計画の作成に取り組むことで、

これら隔たりを埋めることにつながると推測できよう。 
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１－４．考察 

本調査から、地区防災計画が普及し、制度の特徴である「PDCAサイクルに基づき、訓練の実施、訓

練の評価・検証、そして計画の見直しを行う」ことができるようになるための、行政の方策として以下

の 3 つの点が指摘できる。また、すでに策定された地区防災計画や作成中の地区防災計画では、水の確

保について記載のあるところは少なかった。災害に備えて、家庭では 3 日分の飲料水の備蓄をするよう

求められているが（南海トラフ巨大地震を想定すると 7 日分）、これに生活用水の確保も必要となれば、

世帯や地域での備蓄のみならず、災害用井戸の登録制度を普及させ、地下水を利用することも想定して

地区防災計画に盛り込むよう、今後の計画作成・修正で指導していく必要もあろう。 

 

①市町村行政へのフォロー 

地区防災計画制度が創設されてから 7,8 年が経過する中で、地区防災計画が十分に社会に認知された

とは、市町村行政職員は思っていないようである。市町村行政職員は、地区防災計画の普及が進まない

原因として「地区防災計画について知られていない」という認識を持っていること、そして自分達も「地

区防災計画について十分な普及活動を行えていない」と認識していることが今回の調査結果から明らか

となっている。こうした背景には、「業務量とそれに対応する職員数の問題」と「地区防災計画作成のた

めのノウハウの問題」がある。残念ながら、防災に関する業務量を減らしたり職員数を増やしたりする

ことは難しく、また地区防災計画を作成したり、住民や事業者と調整を行うノウハウを身につけること

も一朝一夕ではできない。そうなると、市町村行政をフォローして、地区防災計画の作成に関する業務

やノウハウを持っている第三者の存在が期待される。上述のとおり、防災士の資格を持った人物、元行

政職員、防災やまちづくりの学識経験者がこれに該当するだろう。そこで人材登録制度（人材バンク）

を活用し、彼ら彼女らの力を借りて地区防災計画の普及に努める方法が考えられよう。 

 

②住民団体に対する継続的フォロー 

住民団体が地区防災計画を作成したことは把握していても、その後の活動や点検・修正が行われてい

るのかどうかを把握していない自治体が一定数ある。特に、地区防災計画の作成を「住民（事業者）自

らが提案」したと回答した自治体の方が、その後の把握をしていない傾向にあった。PDCAサイクルに

地区防災計画制度が基づいていることを考えれば、市町村は計画を作るところまでではなく、その後の

活動についても継続的にフォローアップしていくべきであろう。それこそ、地区防災計画の定義にある

「地域住民及び事業者が行政と連携して共同して行う防災活動」である。また住民と行政とが「顔の見

える関係」を築き信頼を育む上でも、市町村行政による住民団体への継続的フォローは必要である。こ

こでも、住民と行政を結びつける、つまり両者の間で中間支援を行うことができる第三者の存在が重要

だと考えられる。 

 

③住民の自主性を育むための人材育成 

地区防災計画を作成している住民団体のない自治体は、住民との関係の親密さや住民の防災意識が低
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い傾向にあった。また、地区防災計画を作成している住民団体がある自治体では、住民団体から計画作

成を提案した自治体の方が、防災担当者から提案した自治体よりも、意見調整を要した案件や課題が少

なかったことが分かった。当然、普段から住民との頻繁な付き合いがあり、住民の防災意識が高い方が、

つまり自主性が高い住民がいる方が、地区防災計画の普及やPDCAサイクルは回りやすい。そうであれ

ば、中間支援を行うことができる第三者には住民の自主性を育むことも求められよう。従って、防災に

関する人材育成に尽力することも、国や地方行政取り組むべき防災の施策である。合わせて、育成して

終わりではなく、人材登録制度により育成した人材を確保し住民団体や事業者に派遣する、そして住民

と行政との関係を密接にするよう、派遣先で長期的に活動に取り組んでもらうことが求められる。 

 

１－５．おわりに 

本調査は「地区防災計画を策定している住民団体がある自治体」と「現在は地区防災計画を策定して

いる住民団体は無いが、作成中の住民団体がある自治体」に対しては、計画の普及状況や作成上の課題、

実施・点検・改善状況、飲料水・生活用水の確保について現状把握を行うために実施し、「地区防災計画

を策定している住民団体が無い自治体」に対しては、作成・普及が進まない理由や受けたい支援につい

ての認識を把握するために実施した。地区防災計画を策定している住民団体のある基礎自治体は、まだ

全体の 2割程度であり、作成中の住民団体のある自治体を含めても3割に届かない。「1-4.考察」で指摘

したように、地区防災計画を普及させ、計画のPDCAサイクルが回ることができるようになるためには、

国や広域自治体による基礎自治体へのフォロー、基礎自治体による住民へのフォロー、彼らを仲介して

地区防災計画を含む地域防災に関するノウハウを有する人材の発掘・育成・確保のための施策が必要で

ある。また災害時の水資源の確保をどうすべきか検討することは行政にとっても住民にとっても重要な

問題であるが、地区防災計画にて検討が進められているところは少なく、啓発を強化する必要がある。 
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Ⅱ.地区防災計画策定団体がある自治体対象：地区防災計画の策定・ 

普及に関するアンケート調査 

 
 
 

 
 

回答した 202 団体の回答団体名、防災担当部署名、担当者名については省略する。  

 

 

２－１ 地域別の内訳 

 
 
 

 

回答した自治体 202 団体を地域別に分類したところ、下記の結果となった。  

 

 

 

 

＜図２－１ 地域別の回答＞ 

  

問１ 回答者様が所属している自治体名と部署名を正式名称でご記入ください。  

 

問２ 貴自治体が所属する地域について、該当する地域名を下記から１つお選びください。 

 

（n=202）  
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２－２ 地区防災計画策定団体数の内訳 

 

 

 

 

 

回答した自治体 200 団体のうち、「1 団体」と回答した団体が 38.00％と最も多く、続

いて「10 団体以上」と回答した団体が 29.00％という結果となった。 

 

 

 

 

＜図２－２ 地区防災計画の策定団体数＞ 

 

  

問３ 貴自治体では、地区防災計画を作成している団体（事業者）数はどれくらいでしょ

うか。該当する回答を１つお選びください。 

 

（n=200）  
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２－３ 地区防災計画の完成時期 

 

 

 

 

 

回答した自治体 196 団体うち、「2019 年度（令和元年度）に完成した」と回答した団体

が 37.24％と最も多く、続いて「2020 年度（令和 2 年度）」と回答した団体が 34.18％、

「2018 年度（平成 30 年度）」と回答した団体が 28.57％という結果となった。 

 

 

 

 

＜図２－３ 地区防災計画の完成時期＞  

問４ Ｑ３に関連して、各団体が地区防災計画の作成を完成させた時期はいつ頃でしょう

か。該当する項目を下記からすべてお選びください。 

 

（n=196）  
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２－４ 地区防災計画の作成プロセスについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 196 団体のうち、「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した団体は

31.63％、「防災担当課から提案した」と回答した団体は 61.73％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図２－４－１ 誰が地区防災計画の作成を提案したのか＞ 

 

  

（n=196）  

問５ 当該団体の地区防災計画作成を提案したのは、住民（事業者）・行政どちらからでし

たでしょうか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区防

災計画を作成した団体のことを念頭にご回答ください。 
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回答した自治体 197 団体のうち、「自治会や町内会の役員」と回答した団体が 76.65％で最

も多く、続いて「自主防災組織の役員」と回答した団体が 70.56％、「現役の市町村行政職員」

と回答した団体が 26.40％、「防災士等の防災関係の資格を持つ人物」と回答した団体が

23.86％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図２－４－２ 地区防災計画を作成する上で中心的な役割を果たしたと思われる人物＞  

 

  

（n=390
 

（n=197）  

問６ 計画作成の上で、中心的な役割を果たしたと思われる人物は、どのような属性をお

持ちだったでしょうか。該当する項目を下記からすべてお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区防

災計画を作成した団体のことを念頭にご回答ください。  
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回答した自治体 197 団体のうち、「計画を作成する上で、地域や災害に関するデータ・情

報提供を行った」と回答した団体が 58.88％で最も多く、続いて「計画を作成する上で、

たたき台となる計画案を提供した」と回答した団体が 48.22％、「住民との会議で、資料印

刷や資機材・会場の供与・貸出等を行った」と回答した団体が 39.00％、「住民との会議で、

関係部署・外部機関や学識経験者との連絡調整を行った」と回答した団体が 37.06％とい

う結果となった。 
 

 

 

 
＜図２－４－３ 地区防災計画を作成する上で、防災担当課が果たしている役割＞  

問７ 地区防災計画を作成する上で、防災担当課はどのような役割を果たしたと考えます

か。該当する項目を下記からすべてお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区防

災計画を作成した団体のことを念頭にご回答ください。 

 

（n=197）  
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回答した自治体 193 団体のうち、「特に意見調整を要した案件や課題はなかった」と回答

した団体が 39.90％と最も多く、続いて「行政（公助）に対する過度な期待や依存があっ

た」と回答した団体が 30.05％、「住民（事業者）・行政が、お互いに地区防災計画作成のノ

ウハウを持っていなかった」と回答した団体が 24.35％という結果となった。 

 

 

 

 

＜図２－４－４ 住民（事業者）との間で意見調整を要した案件や、解決しなければならな

かった課題＞ 

  

（n=193）  

問８ 地区防災計画を作成する上で、住民（事業者）との間で意見調整を要した案件や、

解決しなければならなかった課題はありましたか。該当する項目を下記からすべて

お選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区防

災計画を作成した団体のことを念頭にご回答ください。 

 



24 

 

２－５ 地区防災計画に基づく活動の実施・点検・改善状況 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 185 団体のうち、「活動ができている」と回答した団体は 65.95％であっ

た。また、「活動ができていない」と回答した団体は 7.03％、「活動を把握していない」と

回答した団体は 27.03％という結果となった。 

 

 

 
＜図２－５－１ 地区防災計画に基づく活動の実施状況＞ 

  

（n=185）  

問９ 地区防災計画を策定した団体は、地区防災計画に基づき活動をされていますでしょ

うか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向に

ついてご回答ください。  
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回答した自治体 184 団体のうち、「計画の点検をしているかどうか、把握していない」と

回答した団体が 36.96％と最も多く、続いて「計画作成から１年以上経過し、点検をしてい

る」と回答した団体が 26.63％、「計画作成から１年も経過していないので、まだ点検する段

階に至ってない」と回答した団体が 23.37％という結果となった。 

 

 

 
＜図２－５－２ 地区防災計画の点検状況＞  

  

（n=184）  

問 10 地区防災計画を策定した団体は、地区防災計画の点検（PDCA サイクルで言うとこ

ろの Check）をされていますでしょうか。該当する項目を下記から１つお選びくだ

さい。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向に

ついてご回答ください。  
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回答した自治体 73 団体のうち、「地区防災計画の修正・改善を行った」と回答した団体が

49.32％と最も多く、続いて「地区防災計画の修正・改善を行っていない」と回答した団体

が 32.88％、「修正・改善を行っているか把握していない」と回答した団体が 17.81％という

結果となった。 

 

 

 
＜図２－５－３ 地区防災計画の修正・改善状況＞ 

  

（n=73）  

問 11 Ｑ10 で１（計画作成から１年以上経過し、点検をしている）を回答した自治体に伺

います。点検の結果、地区防災計画を策定した団体は、計画の改善（PDCA サイクル

で言うところの Action）をされていますでしょうか。該当する項目を下記から１つ

お選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向に

ついてご回答ください。  



27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 38 団体のうち、「別件や他に優先すべき事項（新型コロナ対応を除く）

があり、そちらに労力を割いたから」と「コロナ禍で人を集めて修正・改善内容を検討す

ることができないから」を回答した団体が 28.95％と最も多く、続いて「防災担当課では、

修正・改善を行わない理由を把握できていない」と回答した団体が 21.05％という結果と

なった。 

 

 

 

＜図２－５－４ 地区防災計画を修正・改善していない理由＞  

  

（n=38）  

問 12 Ｑ11 で２（地区防災計画の修正・改善を行っていない）を回答した自治体に伺いま

す。地区防災計画を策定した団体が、計画の修正・改善を行っていない理由は何で

しょうか。該当する項目を下記からすべてお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向に

ついてご回答ください。  
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２－６ 住民との関係性や住民の防災意識に対する行政の認識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 185 団体のうち、「どちらかと言えば親密だった」と回答した団体が

43.24％と最も多く、続いて「どちらとも言えない」と回答した団体が 26.49％、「親密だ

った」と回答した団体が 22.70％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図２－６－１ 地区防災計画策定前の住民団体との関係性＞  

  

（n=185）  

問 13 地区防災計画を策定した団体との普段の付き合いや活動の連携について、地区防災

計画を策定する前は親密だったでしょうか。該当する項目を下記から１つお選びく

ださい。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向に

ついてご回答ください。 
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回答した自治体 184 団体のうち、「どちらとも言えない」と回答した団体が 38.59％と最

も多く、続いて「どちらかと言えば親密になった」と回答した団体が 32.07％、「親密にな

った」と回答した団体が 24.46％という結果となった。 

 

 

 

＜図２－６－２ 地区防災計画策定後の住民団体との関係性＞  

 

  

問 14 地区防災計画の策定後、計画を策定した団体との普段の付き合いや活動の連携が、

計画作成前よりも親密になったと感じますか。該当する項目を下記から１つお選び

ください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向に

ついてご回答ください。 

 

（n=184）  
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回答した自治体 184 団体のうち、「どちらかと言えば高かった」と回答した団体が 43.48％

と最も多く、続いて「高かった」と回答した団体が 30.98％、「どちらとも言えない」と回

答した団体が 15.22％という結果となった。 

 

 

 
＜図２－６－３ 地区防災計画策定前の住民団体の防災意識＞ 

  

（n=184）  

問 15 地区防災計画を策定した団体について、計画策定前の防災意識は高かったでしょう

か。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向に

ついてご回答ください。  
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回答した自治体 184 団体のうち、「どちらかと言えば高くなった」と回答した団体が

47.28％と最も多く、続いて「高くなった」と回答した団体が 31.52％、「どちらとも言え

ない」と回答した団体が 18.48％という結果となった。 

 

 

 
＜図２－６－４ 地区防災計画策定後の住民団体の防災意識＞ 

  

（n=184）  

問 16 地区防災計画の策定後、計画を策定した団体の防災意識は、計画作成前よりも高く

なったと感じますか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向に

ついてご回答ください。  
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２－７ 飲料水・生活用水の確保 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 198 団体のうち、「計画がある」と回答した団体は 54.55％、「計画がな

い」と回答した団体は 45.45％という結果となった。 

 

 

 

 

＜図２－７―１ 飲料水の確保についての記載の有無＞ 

  

（n=198）  

問 17 地区防災計画の中に、災害時の「飲料水」の確保について記載がある計画がありま

すか。該当する項目を下記から１つお選びください。  
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回答した自治体 111 団体のうち、「地区内の各家庭・各事業所でペットボトルを備蓄」と

回答した団体が 67.57％と最も多く、続いて「その他」と回答した団体が 29.73％、「地区

内の地下水（井戸）を利用」と回答した団体が 22.52％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図２－７―２ 飲料水の確保の方法＞ 

  

（n=111）  

問 18 Ｑ17 で１（計画がある）を回答した自治体に伺います。その地区防災計画の中で

は、災害時の「飲料水」をどのように確保する予定でしょうか。該当する項目を下

記からすべてお選びください。  
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回答した自治体 197 団体のうち、「計画がある」と回答した団体は 24.37％、「計画がな

い」と回答した団体は 75.63％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図２－７―３ 生活用水の確保についての記載の有無＞ 

  

（n=197）  

問 19 地区防災計画の中に、災害時の「生活用水（トイレ、洗濯、入浴等）」の確保につ

いて記載がある計画がありますか。該当する項目を下記から１つお選びください。 
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回答した自治体 51 団体のうち、「地区内の地下水（井戸）を利用」と回答した団体が

43.14％と最も多く、続いて「地区内の各家庭・各事業所でペットボトルを備蓄」と回答し

た団体が 35.29％、「その他」と回答した団体が 33.33％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図２－７―４ 生活用水の確保の方法＞ 

  

（n=51）  

問 20 Ｑ19 で１（計画がある）を回答した自治体に伺います。その地区防災計画の中で

は、災害時の「生活用水（トイレ、洗濯、入浴等）」をどのように確保する予定でし

ょうか。該当する項目を下記からすべてお選びください。  
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回答した自治体 49 団体のうち、「地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を

行っているかどうか、把握していない」と回答した団体が 51.02％と最も多く、続いて「地

下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っていない」と回答した団体が

36.73％、「地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っている」と回答した

団体が 12.24％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図２－７―５ 地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会の実施状況＞ 

  

（n=49）  

問 21 Ｑ18 とＱ20 の両方、または、いずれかで１（地区内の地下水（井戸）を利用）と

回答した自治体に伺います。地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を、

その地区防災計画を策定した団体では行っていますか。該当する項目を下記から１

つお選びください。  



37 

 

 

 

 

 

 

 

 

本質問の回答については省略する。  

  

問 22 Ｑ21 で１（地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っている）を回

答した自治体に伺います。具体的には、どのような訓練や勉強会を行っているのか、

ご教示ください（自由回答）。 
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Ⅲ.地区防災計画策定団体がない自治体対象：地区防災計画の策定・ 

普及に関するアンケート調査 

 
 
 

 
 

回答した 758 団体の回答団体名、防災担当部署名、担当者名については省略する。  

 

 

３－１ 地域別の内訳 

 
 
 

 

回答した自治体 758 団体を地域別に分類したところ、下記の結果となった。  

 

 

 

 

＜図３－１ 地域別の回答＞ 

  

問１ 回答者様が所属している自治体名と部署名を正式名称でご記入ください。  

 

問２ 貴自治体が所属する地域について、該当する地域名を下記から１つお選びください。 

 

（n=758）  
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３－２ 地区防災計画策の作成に取り組んでいる団体の有無 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 758 団体のうち、「ある」と回答した団体が 9.23％、「ない」と回答し

た団体が 90.77％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－２ 地区防災計画の策定に取り組んでいる団体の有無＞ 

 

  

問３ 現在、貴自治体内で、まだ完成に至っていないが、地区防災計画の作成に取り組ん

でいる住民団体（事業者）はありますか。該当する項目を下記から１つお選びくだ

さい。 

 

（n=758）  
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３－３ 地区防災計画の策定に取り組んでいる団体数の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 69 団体のうち、「1 団体」と回答した団体が 59.42％と最も多く、続い

て「２団体」と回答した団体が 17.39％という結果となった。 

 

 

 

 

＜図３－３ 地区防災計画の策定に取り組んでいる団体数＞ 

 

  

問４ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。現在、作成に取り組んでいる団体

数について、該当する項目を下記から１つお選びください。 

※Ｑ３で２（ない）を回答した市区町村におかれましては、Ｑ20 からご回答ください。 

 

（n=69）  
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３－４ 地区防災計画の完成時期 

 

 

 

 

 

回答した自治体 70 団体うち、「完成時期は未定」と回答した団体が 55.71％と最も多く、

続いて「2020 年度（令和２年度）中に完成予定」と回答した団体が 21.43％、「2021 年度

（令和３年度）中に完成予定」と回答した団体が 17.14％という結果となった。 

 

 

 

 

＜図３－４ 地区防災計画の完成時期＞  

問５ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の完成時期について、

該当する項目を下記からすべてお選びください。 

 

（n=70）  
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３－５ 地区防災計画の作成プロセスについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 66 団体のうち、「住民（事業者）自ら提案してきた」と回答した団体は

45.45％、「防災担当課から提案した」と回答した団体は 40.91％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－５－１ 誰が地区防災計画の作成を提案したのか＞ 

 

  

（n=66）  

問６ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。当該団体の地区防災計画作成を提

案したのは、住民（事業者）・行政どちらからでしたでしょうか。該当する項目を下

記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地

区防災計画の作成に取り組んだ団体のことを念頭にご回答ください。 

 



44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 66 団体のうち、「自主防災組織の役員」と回答した団体が 77.27％で最も

多く、続いて「自治会や町内会の役員」と回答した団体が 75.79％、「防災士等の防災関係の

資格を持つ人物」と回答した団体が 28.79％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－５－２ 計画作成の上で、中心的な役割を果たしていると思われる人物＞  

  

（n=66）  

問７ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。計画作成の上で、中心的な役割を

果たしていると思われる人物は、どのような属性をお持ちでしょうか。該当する項

目を下記からすべてお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地

区防災計画の作成に取り組んだ団体のことを念頭にご回答ください。 
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回答した自治体 66 団体のうち、「計画を作成する上で、地域や災害に関するデータ・情

報提供を行っている」と回答した団体が 63.64％で最も多く、続いて「計画を作成する上

で、たたき台となる計画案を提供している」と回答した団体が 37.88％、「住民との会議で、

資料印刷や資機材・会場の供与・貸出等を行っている」と回答した団体が 31.82％、「住民

との会議で、関係部署・外部機関や学識経験者との連絡調整を行っている」と回答した団

体が 30.30％という結果となった。  

 

 

 

 

＜図３－５－３ 計画作成の上で、防災担当課が果たしている役割＞ 

 

  

（n=66）  

問８ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画を作成する上で、防

災担当課はどのような役割を果たしていると考えますか。該当する項目を下記から

すべてお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地

区防災計画の作成に取り組んだ団体のことを念頭にご回答ください。 
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回答した自治体 65 団体のうち、「行政（公助）に対する過度な期待や依存がある」と回

答した団体が 41.54％で最も多く、続いて「住民（事業者）・行政が、お互いに地区防災計

画作成のノウハウを持っていない」と回答した団体が 38.46％、「自助や共助の取組につい

て、十分に理解されていない」と回答した団体が 29.23％、「特に意見調整を要した案件や

課題はない」と回答した団体が 27.69％という結果となった。  

 

 

 

 
＜図３－５－４ 計画作成の上で、住民（事業者）との間で意見調整を要する案件・課題＞ 

（n=65）  

問９ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画を作成する上で、住

民（事業者）との間で意見調整を要する案件や、解決しなければならない課題はあ

りますか。該当する項目を下記からすべてお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地

区防災計画の作成に取り組んだ団体のことを念頭にご回答ください。 
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３－６ 住民との関係性や住民の防災意識に対する行政の認識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 55 団体のうち、「どちらかと言えば親密だった」と回答した団体が

41.82％と最も多く、続いて「親密だった」と回答した団体が 20.00％、「どちらとも言え

ない」と回答した団体が 18.18％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－６－１ 地区防災計画策定前の住民団体との関係性＞  

  

（n=55）  

問 10 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画を策定中の団体との

普段の付き合いや活動の連携について、地区防災計画を策定に取り組む前は親密だ

ったでしょうか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向に

ついてご回答ください。 



48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 56 団体のうち、「どちらとも言えない」と回答した団体が 39.29％と最

も多く、続いて「どちらかと言えば親密になった」と回答した団体が 33.93％、「親密にな

った」と回答した団体が 23.21％という結果となった。 

 

 

 

 

＜図３－６－２ 地区防災計画策定を通じた住民団体との関係性＞  

 

  

問 11 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の策定を通じて、計

画を策定した団体との普段の付き合いや活動の連携が、計画策定に取り組む前より

も親密になったと感じますか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

   ※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾

向についてご回答ください。  

（n=56）  
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回答した自治体 56 団体のうち、「どちらかと言えば高かった」と回答した団体が 39.29％

と最も多く、続いて「高かった」と回答した団体が 35.71％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－６－３ 地区防災計画策定前の住民団体の防災意識＞  

  

（n=56）  

問 12 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画を策定中の団体につ

いて、計画策定前の防災意識は高かったでしょうか。該当する項目を下記から１つ

お選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾

向についてご回答ください。 
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回答した自治体 55 団体のうち、「高くなった」と回答した団体が 34.55％と最も多く、

続いて「どちらとも言えない」と回答した団体が 32.73％、「どちらかと言えば高くなった」

と回答した団体が 30.91％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－６－４ 地区防災計画策定を通じた住民団体の防災意識＞  

  

（n=55）  

問 13 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の策定を通じて、計

画を策定中の団体の防災意識は、計画策定に取り組む前よりも高くなったと感じま

すか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾

向についてご回答ください。 
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３－７ 飲料水・生活用水の確保 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 64 団体のうち、「計画がある」と回答した団体は 31.25％、「計画がない」

と回答した団体は 68.75％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－７―１ 飲料水の確保についての記載の有無＞ 

 
 
 
 

  

（n=64）  

問 14 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の中に、災害時の「飲

料水」の確保について記載する予定のある計画がありますか。該当する項目を下記

から１つお選びください。  
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回答した自治体 27 団体のうち、「その他」と回答した団体が 51.85％と最も多く、続い

て「地区内の各家庭・各事業所でペットボトルを備蓄」と回答した団体が 44.44％、「地区

内の地下水（井戸）を利用」と「地区内の建物の給水設備（受水槽、高架水槽等）を活用」

と回答した団体 14.81％という結果となった。 

 

 

 

 

＜図３－７―２ 飲料水の確保の方法＞ 
 
 
 
 
 

  

（n=27）  

問 15 Ｑ14 で１（計画がある）を回答した自治体に伺います。作成中の地区防災計画で

は、災害時の「飲料水」をどのように確保する予定でしょうか。該当する項目を下

記から１つお選びください。  
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回答した自治体 58 団体のうち、「計画がある」と回答した団体は 20.69％、「計画がない」

と回答した団体は 79.31％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－７―３ 生活用水の確保についての記載の有無＞ 

 
 
 

  

（n=58）  

問 16 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。作成中の地区防災計画の中に、災

害時の「生活用水（トイレ、洗濯、入浴等）」の確保について記載する予定のある計

画がありますか。該当する項目を下記から１つお選びください。  
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回答した自治体 18 団体のうち、「その他」と回答した団体が 72.22％と最も多く、続い

て「地区内の地下水（井戸）を利用」と回答した団体が 22.22％、「地区内の建物の給水設

備（受水槽、高架水槽等）を活用」と「地区内の各家庭・各事業所でペットボトルを備蓄」

と回答した団体 16.67％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－７―４ 生活用水の確保の方法＞ 

 
  

（n=18）  

問 17 Ｑ16 で１（計画がある）を回答した自治体に伺います。作成中の地区防災計画で

は、災害時の「生活用水（トイレ、洗濯、入浴等）」をどのように確保する予定でし

ょうか。該当する項目を下記からすべてお選びください。  
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回答した自治体９団体のうち、「地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行

っているかどうか、把握していない」、「地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強

会を行っていない」、「地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っている」

と回答した団体がいずれも 33.33％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－７―５ 地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会の実施状況＞ 

 
 
 

  

（n=9）  

問 18 Ｑ15 とＱ17 の両方、または、いずれかで１（地区内の地下水（井戸）を利用）と

回答した自治体に伺います。地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を、

その地区防災計画を策定している団体では行っていますか。該当する項目を下記か

ら１つお選びください。  
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本質問の回答については省略する。

問 19 Ｑ18 で１（地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っている）を回

答した自治体に伺います。具体的には、どのような訓練や勉強会を行っているのか、

ご教示ください（自由回答）。 
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３－８ 地区防災計画作成団体がない自治体への質問 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答した自治体 688 団体のうち、「職員数が少なく、地区防災計画の作成・普及まで手が

回らないから」と回答した団体が最も多く 61.63％、続いて「地区防災計画について十分

な普及活動を行えていないから」と回答した団体が 59.74％、「業務量が多く、地区防災計

画の作成・普及まで手が回らないから」と回答した団体が 55.09％、「地区防災計画作成の

ノウハウを有していないから」と回答した団体が 43.60％いう結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－８―１ 地区防災計画作成の作成・普及が進まない自治体側の理由＞ 

 
 
 
 
 

  

（n=688）  

問 20 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。貴自治体で地区防災計画の作成・

普及が進まない理由として何が考えられえますか。自治体側の理由として該当する

項目を下記からすべてお選びください。該当する項目を下記からすべてお選びくだ

さい。  
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回答した自治体 686 団体のうち、「地区防災計画について知られていないから」と回答し

た団体が最も多く 66.33％、続いて「高齢化等で地域が衰退して、活動が活発ではないか

ら」と回答した団体が 42.42％、「行政（公助）に対して過度に期待や依存をしているから」

と回答した団体が 36.88％、「地区防災計画の必要性を感じていないから」と回答した団体

が 35.71％、「自助や共助の取組についての理解が不十分だから」と回答した団体が 34.26％

という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－８―２ 地区防災計画作成の作成・普及が進まない住民・事業者側の理由＞ 

 
 
 

  

（n=686）  

問 21 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。貴自治体で地区防災計画の作成・

普及が進まない理由として何が考えられえますか。住民・事業者側の理由として該

当する項目を下記からすべてお選びください。該当する項目を下記からすべてお選

びください。  
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回答した自治体 684 団体のうち、「地区防災計画作成の手引やマニュアル類の提供」と回

答した団体が最も多く 56.58％、続いて「自分達に代わって地区防災計画に関する業務を

行ってくれる事務局の存在」と回答した団体が 39.91％、「計画作成のノウハウを持った人

物や計画づくりのコーディネーターとなる人物の派遣」と回答した団体が 33.77％という

結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－８―３ 地区防災計画作成の作成・普及のために受けたい支援＞ 

 
 
 
 

  

（n=684）  

問 22 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の作成・普及のため

に受けたい支援はありますか。該当する項目を下記からすべてお選びください。  
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回答した自治体 689 団体のうち、「どちらかと言えば親密である」と回答した団体が

54.28％と最も多く、続いて「どちらとも言えない」と回答した団体が 23.80％、「親密だ

った」と回答した団体が 12.92％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－８－４ 地区防災計画未策定の住民団体との関係性＞  

  

（n=689）  

問 23 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。全体的な傾向として、住民団体や

事業者との普段の付き合いや活動の連携は親密でしょうか。該当する項目を下記か

ら１つお選びください。 
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回答した自治体 687 団体のうち、「どちらかと言えば防災意識は高い」と回答した団体が

42.07％と最も多く、続いて「どちらとも言えない」と回答した団体が 27.37％、「どちら

かと言えば防災意識は低い」と回答した団体が 23.58％という結果となった。 

 

 

 

 
＜図３－８－５ 地区防災計画未策定の住民団体の防災意識＞  

  

（n=687）  

問 24 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。全体的な傾向として、住民団体や

事業者の防災意識をどのように捉えていますか。該当する項目を下記から１つお選

びください。 
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Ⅳ. 調査結果  



64 
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地区防災計画策定団体がある自治体対象：地区防災計画の策定・ 

普及に関するアンケート調査 
 
 

問１ 回答者様が所属している自治体名と部署名を正式名称でご記入ください。  

 

回答した 202 団体の団体名、部署名については省略する。 

 

問２ 貴自治体が所属する地域について、該当する地域名を下記から１つお選びください。  

 
 
問３ 貴自治体では、地区防災計画を作成している団体（事業者）数はどれくらいでしょ

うか。該当する回答を１つお選びください。 

 
 
問４ Ｑ３に関連して、各団体が地区防災計画の作成を完成させた時期はいつ頃でしょう

か。該当する項目を下記からすべてお選びください。  

 
  

Answer Choices
１．北海道・東北 14.85% 30
２．関東 25.74% 52
３．東海・北陸 22.77% 46
４．近畿 10.40% 21
５．中国・四国 13.86% 28
６．九州・沖縄 12.38% 25

Answered 202
Skipped 0

Responses

Answer Choices
１．１団体 38.00% 76
２．２団体 12.00% 24
３．３団体 7.00% 14
４．４団体 4.00% 8
５．５団体 3.50% 7
６．６団体 1.00% 2
７．７団体 3.00% 6
８．８団体 2.00% 4
９．９団体 0.50% 1
１０．１０団体以上 29.00% 58

Answered 200
Skipped 2

Responses

Answer Choices
１．2014年度（平成26年度） 13.78% 27
２．2015年度（平成27年度） 16.33% 32
３．2016年度（平成28年度） 20.41% 40
４．2017年度（平成29年度） 23.47% 46
５．2018年度（平成30年度） 28.57% 56
６．2019年度（令和元年度） 37.24% 73
７．2020年度（令和2年度）：年度内に完成予定を含む 34.18% 67
８．2021年度（令和3年度）以降に完成予定 11.73% 23

Answered 196
Skipped 6

Responses
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問５ 当該団体の地区防災計画作成を提案したのは、住民（事業者）・行政どちらからでし

たでしょうか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区防災

計画を作成した団体のことを念頭にご回答ください。 

 

 

その他の主な回答 

・国（内閣府）のモデル事業で作成した。 

・県からの支援を受けて。  

・隣接する他県自治会から当該自治会に対して提案してきた。  

・国土交通省からの働きかけにより。 

 

 

問６ 計画作成の上で、中心的な役割を果たしたと思われる人物は、どのような属性をお

持ちだったでしょうか。該当する項目を下記からすべてお選びください。  

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区防災

計画を作成した団体のことを念頭にご回答ください。  

 

 

その他の主な回答 

・地域の事業所・施設等の社員や職員。  

・別荘開発業者。 

・水防団、交通安全協会。  

・NPO 法人。 

・県職員。 

  

Answer Choices
１．住民（事業者）自ら提案してきた 31.63% 62
２．防災担当課から提案した 61.73% 121
３．その他 6.63% 13

Answered 196
Skipped 6

Responses

Answer Choices
１．自治会や町内会の役員 76.65% 151
２．自主防災組織の役員 70.56% 139
３．消防団員 10.15% 20
４．市町村議会議員 2.03% 4
５．元市町村行政職員 2.54% 5
６．元消防職員 2.54% 5
７．現役の市町村行政職員 26.40% 52
８．現役の消防職員 4.06% 8
９．防災士等の防災関係の資格を持つ人物 23.86% 47
１０．大学・研究所等に所属している研究者 8.63% 17
１１．その他 4.57% 9

Answered 197
Skipped 5

Responses
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問７ 地区防災計画を作成する上で、防災担当課はどのような役割を果たしたと考えます

か。該当する項目を下記からすべてお選びください。  

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区防災

計画を作成した団体のことを念頭にご回答ください。  

 

 

その他の主な回答 

・計画案の提供をするにあたり、地域防災に携わる方（市職員、自主防災組織、学校関係

者など）を一堂に集め、説明会を実施した。  

・さいたま市防災アドバイザーの活用推進。 

・他地区の事例紹介を行った。 

・計画策定を難しく捉えず、既に取り組んでいる防災活動の資料や今とらえている課題を

まとめることであることを伝え、地域防災に有用であるとの理解を得た。  

・要望があった団体に対し，講師として防災士を派遣した。 

・防災マップ作成の手引きを配布し、作成作業を直接支援。 

 

 

問８ 地区防災計画を作成する上で、住民（事業者）との間で意見調整を要した案件や、

解決しなければならなかった課題はありましたか。該当する項目を下記からすべてお

選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区防災

計画を作成した団体のことを念頭にご回答ください。  

 
 

その他の主な回答 

・行政側が、地区防災計画自体と住民側の状況を十分に理解できていなかった。  

・避難経路等の具体的な内容について調整が必要であった。 

・発言力の強い方の意見が会の方向を決めることが時々あった。 

・文書作成、資料作成については、ほぼ行政が行ったため、担当職員の負担が大きかった。 

・住民の意識レベルの差があり、地域全体の意識向上に苦労した。  

  

Answer Choices
１．住民との会議で、資料印刷や資機材・会場の供与・貸出等を行った 39.09% 77
２．住民との会議で、関係部署・外部機関や学識経験者との連絡調整を行った 37.06% 73
３．計画を作成する上で必要な、地域や災害に関するデータ・情報提供を行った 58.88% 116
４．計画を作成する上で、たたき台となる計画案を提供した 48.22% 95
５．住民との会議で、コーディネーターとしての役割を果たした 24.37% 48
６．特に明確な役割は果たしていなかった 11.17% 22
７．その他 5.08% 10

Answered 197
Skipped 5

Responses

Answer Choices
１．行政（公助）に対する過度な期待や依存があった 30.05% 58
２．自助や共助の取組について、十分に理解されていなかった 22.28% 43
３．計画作成に参加してくれるメンバーがなかなか集まらなかった 9.33% 18
４．計画作成に参加したメンバーの間での意見調整が困難であった 6.22% 12
５．住民（事業者）・行政が、お互いに地区防災計画作成のノウハウを持っていなかった 24.35% 47
６．特に意見調整を要した案件や課題はなかった 39.90% 77
７．その他 6.22% 12

Answered 193
Skipped 9

Responses
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問９ 地区防災計画を策定した団体は、地区防災計画に基づき活動をされていますでしょ

うか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向につ

いてご回答ください。 

 
 

問 10 地区防災計画を策定した団体は、地区防災計画の点検（PDCA サイクルで言うところ

の Check）をされていますでしょうか。該当する項目を下記から１つお選びください 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向につ

いてご回答ください。 

 

 

問 11 Ｑ10 で１（計画作成から１年以上経過し、点検をしている）を回答した自治体に伺

います。点検の結果、地区防災計画を策定した団体は、計画の改善（PDCA サイクルで

言うところの Action）をされていますでしょうか。該当する項目を下記から１つお選

びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向につ

いてご回答ください。 

 
 

問 12 Ｑ11 で２（地区防災計画の修正・改善を行っていない）を回答した自治体に伺いま

す。地区防災計画を策定した団体が、計画の修正・改善を行っていない理由は何でし

ょうか。該当する項目を下記からすべてお選びください。  

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向につ

いてご回答ください。 

 
 

Answer Choices
１．活動ができている 65.95% 122
２．活動ができていない 7.03% 13
３．活動を把握していない 27.03% 50

Answered 185
Skipped 17

Responses

Answer Choices
１．計画作成から１年以上経過し、点検をしている 26.63% 49
２．計画作成から１年以上経過しているが、点検をしていない 13.04% 24
３．計画作成から１年も経過していないので、まだ点検する段階に至ってない 23.37% 43
４．計画の点検をしているかどうか、把握していない 36.96% 68

Answered 184
Skipped 18

Responses

Answer Choices
１．地区防災計画の修正・改善を行った 49.32% 36
２．地区防災計画の修正・改善を行っていない 32.88% 24
３．修正・改善を行っているか把握していない 17.81% 13

Answered 73
Skipped 129

Responses

Answer Choices
１．どのように改善すれば良いのか、方法が分からないから 13.16% 5
２．別件や他に優先すべき事項（新型コロナ対応を除く）があり、そちらに労力を割いたから 28.95% 11
３．コロナ禍で人を集めて修正・改善内容を検討することができないから 28.95% 11
４．修正・改善をすべき点がなかったから 13.16% 5
５．防災担当課では、修正・改善を行わない理由を把握できていない 21.05% 8
６．その他 13.16% 5

Answered 38
Skipped 164

Responses
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その他の主な回答 

・これから修正・改善を行う予定。  

・各地区の防災会の年度事業計画に反映させている。  

・現在、修正や改善に向けた検討の最中のため。  

・策定時のメンバーが入れ替わったため。市のフォローアップができていないため。  

 

 

問 13 地区防災計画を策定した団体との普段の付き合いや活動の連携について、地区防災

計画を策定する前は親密だったでしょうか。該当する項目を下記から１つお選びくだ

さい。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向につ

いてご回答ください。 

 
 

 

問 14 地区防災計画の策定後、計画を策定した団体との普段の付き合いや活動の連携が、

計画作成前よりも親密になったと感じますか。該当する項目を下記から１つお選びく

ださい。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向につ

いてご回答ください。 

 
 

 

問 15 地区防災計画を策定した団体について、計画策定前の防災意識は高かったでしょう

か。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向につ

いてご回答ください。 

 
  

Answer Choices
１．親密だった 22.70% 42
２．どちらかと言えば親密だった 43.24% 80
３．どちらかと言えば親密ではなかった 6.49% 12
４．親密ではなかった 1.08% 2
５．どちらとも言えない 26.49% 49

Answered 185
Skipped 17

Responses

Answer Choices
１．親密になった 24.46% 45
２．どちらかと言えば親密になった 32.07% 59
３．どちらかと言えば親密にならなかった 3.26% 6
４．親密にならなかった 1.63% 3
５．どちらとも言えない 38.59% 71

Answered 184
Skipped 18

Responses

Answer Choices
１．高かった 30.98% 57
２．どちらかと言えば高かった 43.48% 80
３．どちらかと言えば低かった 7.61% 14
４．低かった 2.72% 5
５．どちらとも言えない 15.22% 28

Answered 184
Skipped 18

Responses
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問 16 地区防災計画の策定後、計画を策定した団体の防災意識は、計画作成前よりも高く

なったと感じますか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向につ

いてご回答ください。 

 
 

 

問 17 地区防災計画の中に、災害時の「飲料水」の確保について記載がある計画がありま

すか。該当する項目を下記から１つお選びください。  

 
 

 

問 18 Ｑ17 で１（計画がある）を回答した自治体に伺います。その地区防災計画の中で

は、災害時の「飲料水」をどのように確保する予定でしょうか。該当する項目を下記か

らすべてお選びください。  

 

 

その他の主な回答 

・町から支給される給水袋を手配する。  

・市からの提供。 

・町の給水拠点を利用。 

・公共機関と連携しながら、必要に応じて炊き出しなどの給食・給水を行う。  

・指定避難所等に備蓄する飲料水の活用、非常用飲料水、貯水槽や災害時給水栓の活用等。 

・非常用飲料水精製装置を防災倉庫に設置。  

・防火水槽の水を浄化して使用。  

・地区内の事業所の井戸水を避難所に提供。  

・現時点で町内すべての世帯で井戸を掘削し生活用水や飲料水をまかなっており、基本的

には各家庭で確保、難しい場合は町に対応を依頼。  

・造水装置を利用し、池や川の水を飲料水とする。  

  

Answer Choices
１．高くなった 31.52% 58
２．どちらかと言えば高くなった 47.28% 87
３．どちらかと言えば高くならなかった 1.09% 2
４．高くならなかった 1.63% 3
５．どちらとも言えない 18.48% 34

Answered 184
Skipped 18

Responses

Answer Choices

１．（2団体以上、計画を作成している場合は1団体でも）計画がある 54.55% 108
２．計画がない 45.45% 90

Answered 198
Skipped 4

Responses

Answer Choices
１．地区内の地下水（井戸）を利用 22.52% 25
２．地区内の建物の給水設備（受水槽、高架水槽等）を活用 13.51% 15
３．地区内の各家庭・各事業所でペットボトルを備蓄 67.57% 75
４．外部団体と給水協定を締結 6.31% 7
５．その他 29.73% 33

Answered 111
Skipped 91

Responses
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問 19 地区防災計画の中に、災害時の「生活用水（トイレ、洗濯、入浴等）」の確保につい

て記載がある計画がありますか。該当する項目を下記から１つお選びください。  

 
 

 

問 20 Ｑ19 で１（計画がある）を回答した自治体に伺います。その地区防災計画の中で

は、災害時の「生活用水（トイレ、洗濯、入浴等）」をどのように確保する予定でしょ

うか。該当する項目を下記からすべてお選びください。  

 

 

その他の主な回答 

・町の給水拠点を利用。 

・公共機関と連携。 

・風呂の残り湯について記載。 

・避難所となる学校のプールの水を、ろ水機によりろ過し利用。 

・農業用水等の確保・ 

・河川の利用。 

・地区内の事業所の井戸水を避難所に提供。  

・学校等のプールの水、地区内のため池の水を利用。 

 

 

問 21 Ｑ18 とＱ20 の両方、または、いずれかで１（地区内の地下水（井戸）を利用）と

回答した自治体に伺います。地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を、そ

の地区防災計画を策定した団体では行っていますか。該当する項目を下記から１つお

選びください。 

 

 

  

Answer Choices

１．（2団体以上、計画を作成している場合は1団体でも）計画がある 24.37% 48
２．計画がない 75.63% 149

Answered 197
Skipped 5

Responses

Answer Choices
１．地区内の地下水（井戸）を利用 43.14% 22
２．地区内の建物の給水設備（受水槽、高架水槽等）を活用 29.41% 15
３．地区内の各家庭・各事業所でペットボトルを備蓄 35.29% 18
４．外部団体と給水協定を締結 7.84% 4
５．その他 33.33% 17

Answered 51
Skipped 151

Responses

Answer Choices
１．地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っている 12.24% 6
２．地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っていない 36.73% 18
３．地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っているかどうか、把握していない 51.02% 25

Answered 49
Skipped 153

Responses
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問 22 Ｑ21 で１（地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っている）を回

答した自治体に伺います。具体的には、どのような訓練や勉強会を行っているのか、

ご教示ください（自由回答）。  

 

主な回答 

・井戸の把握、訓練での給水活動など。  

・本市では、災害時に市民の方がお持ちの井戸の井戸水を生活用水として地域住民の方に

提供できるよう、市が無償で水質検査を実施する制度（災害時生活用水協力井戸）を

導入している。水質検査に合格した井戸については、災害用井戸として市に登録し、

井戸周辺に看板を設置するなど、災害時用井戸として地域住民に分かるよう周知して

いる。地区での防災訓練において、同制度について啓発するとともに、登録していた

だいている災害時用井戸の件数や所在地、井戸の使用方法等について周知をしている。 

・年１回、洪水による災害訓練の実施。  

・当市には、災害時に生活用水として活用できる井戸が 23 か所（うち民間２か所）あり、

井戸点検や防災・防犯に関する情報共有（井戸端会議）等、定期的に実施している地区

がある。 

・自主防災組織による給水訓練。  

・井戸からの汲み上げ訓練、浄水機の整備。   
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地区防災計画策定団体がない自治体対象：地区防災計画の策定・ 

普及に関するアンケート調査 
 
 

問１ 回答者様が所属している自治体名と部署名を正式名称でご記入ください。  

 

回答した 758 団体の団体名、部署名については省略する。 

 

 

問２ 貴自治体が所属する地域について、該当する地域名を下記から１つお選びください。  

 
 
 
問３ 現在、貴自治体内で、まだ完成に至っていないが、地区防災計画の作成に取り組んで

いる住民団体（事業者）はありますか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

 
 

 

問４ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。現在、作成に取り組んでいる団体

数について、該当する項目を下記から１つお選びください。 

※Ｑ３で２（ない）を回答した市区町村におかれましては、Ｑ20 からご回答ください。 

 
  

Answer Choices
１．北海道・東北 26.25% 199
２．関東 22.16% 168
３．東海・北陸 14.64% 111
４．近畿 11.35% 86
５．中国・四国 11.48% 87
６．九州・沖縄 14.12% 107

Answered 758
Skipped 0

Responses

Answer Choices
１．ある 9.23% 70
２．ない 90.77% 688

Answered 758
Skipped 0

Responses

Answer Choices
１．１団体 59.42% 41
２．２団体 17.39% 12
３．３団体 5.80% 4
４．４団体 4.35% 3
５．５団体 1.45% 1
６．６団体 0.00% 0
７．７団体 0.00% 0
８．８団体 1.45% 1
９．９団体 0.00% 0
１０．１０団体以上 10.14% 7

Answered 69
Skipped 689

Responses



74 

 

 

問５ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の完成時期について、

該当する項目を下記からすべてお選びください。  

 

 

 

問６ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。当該団体の地区防災計画作成を提

案したのは、住民（事業者）・行政どちらからでしたでしょうか。該当する項目を下記

から１つお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区

防災計画の作成に取り組んだ団体のことを念頭にご回答ください。  

 

 

その他の主な回答 

・国土交通省 

・防災アドバイザー（防災士）  

・県の策定支援事業を活用した。  

・大阪府池田土木事務所から地域へ提案。 

・国のモデル事業として、国交省藤川砂防事務所から提案した。 

・きっかけ(地区災害リスクマップ作成)は住民側(コミュニティ運協)ですが、成果物に付

け加え、地区防にしてはどうかと、行政より助言し、動き出しました。  

・市内の自治会に地区防災計画のモデル地区の募集を行い、応募があった自治会の中から

選択し、作成に取り組んでいる。  

  

Answer Choices
１．2020年度（令和２年度）中に完成予定 21.43% 15
２．2021年度（令和３年度）中に完成予定 17.14% 12
３．2022年度（令和４年度）以降に完成予定 5.71% 4
４．完成時期は未定 55.71% 39

Answered 70
Skipped 688

Responses

Answer Choices
１．住民（事業者）自ら提案してきた 45.45% 30
２．防災担当課から提案した 40.91% 27
３．その他 13.64% 9

Answered 66
Skipped 692

Responses
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問７ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。計画作成の上で、中心的な役割を

果たしていると思われる人物は、どのような属性をお持ちでしょうか。該当する項目

を下記からすべてお選びください。  

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区

防災計画の作成に取り組んだ団体のことを念頭にご回答ください。  

 
 

その他の主な回答 

・国土交通省 

・UR 都市機構職員 

・まちづくり団体 

・委託業者 

・社会福祉協議会職員等 

 

 

問８ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画を作成する上で、防

災担当課はどのような役割を果たしていると考えますか。該当する項目を下記からす

べてお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区

防災計画の作成に取り組んだ団体のことを念頭にご回答ください。  

 
 

その他の主な回答 

・地区防災計画策定支援補助金の交付  

・地区防災計画作成マニュアルを令和 2 年 12 月に作成配布 

 

  

Answer Choices
１．自治会や町内会の役員 75.76% 50
２．自主防災組織の役員 77.27% 51
３．消防団員 13.64% 9
４．市町村議会議員 4.55% 3
５．元市町村行政職員 7.58% 5
６．元消防職員 0.00% 0
７．現役の市町村行政職員 7.58% 5
８．現役の消防職員 3.03% 2
９．防災士等の防災関係の資格を持つ人物 28.79% 19
１０．大学・研究所等に所属している研究者 7.58% 5
１１．その他 9.09% 6

Answered 66
Skipped 692

Responses

Answer Choices
１．住民との会議で、資料印刷や資機材・会場の供与・貸出等を行っている 30.30% 20
２．住民との会議で、関係部署・外部機関や学識経験者との連絡調整を行っている 31.82% 21
３．計画を作成する上で必要な、地域や災害に関するデータ・情報提供を行っている 63.64% 42
４．計画を作成する上で、たたき台となる計画案を提供している 37.88% 25
５．住民との会議で、コーディネーターとしての役割を果たしている 28.79% 19
６．特に明確な役割は果たしていない 18.18% 12
７．その他 3.03% 2

Answered 66
Skipped 692

Responses
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問９ Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画を作成する上で、住

民（事業者）との間で意見調整を要する案件や、解決しなければならない課題はあり

ますか。該当する項目を下記からすべてお選びください。  

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、最初に地区

防災計画の作成に取り組んだ団体のことを念頭にご回答ください。  

 
 

その他の主な回答 

・自分達で作ることに意義がある  

・コロナ禍のため、ワークショップ等が実施できず、作成スケジュールに大幅な遅れが生

じた。 

・キーマンに依存されている。  

・コロナ禍でなかなか集まることができなかった  

 

 

問 10 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画を策定中の団体との

普段の付き合いや活動の連携について、地区防災計画を策定に取り組む前は親密だっ

たでしょうか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向

についてご回答ください。  

 

 

 

問 11 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の策定を通じて、計

画を策定した団体との普段の付き合いや活動の連携が、計画策定に取り組む前よりも

親密になったと感じますか。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向

についてご回答ください。  

  

Answer Choices
１．行政（公助）に対する過度な期待や依存がある 41.54% 27
２．自助や共助の取組について、十分に理解されていない 29.23% 19
３．計画作成に参加してくれるメンバーがなかなか集まらない 21.54% 14
４．計画作成に参加したメンバーの間での意見調整が困難である 12.31% 8
５．住民（事業者）・行政が、お互いに地区防災計画作成のノウハウを持っていない 38.46% 25
６．特に意見調整を要した案件や課題はない 27.69% 18
７．その他 6.15% 4

Answered 65
Skipped 693

Responses

Answer Choices
１．親密だった 20.00% 11
２．どちらかと言えば親密だった 41.82% 23
３．どちらかと言えば親密ではなかった 9.09% 5
４．親密ではなかった 10.91% 6
５．どちらとも言えない 18.18% 10

Answered 55
Skipped 703

Responses

Answer Choices
１．親密になった 23.21% 13
２．どちらかと言えば親密になった 33.93% 19
３．どちらかと言えば親密にならなかった 1.79% 1
４．親密にならなかった 1.79% 1
５．どちらとも言えない 39.29% 22

Answered 56
Skipped 702

Responses
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問 12 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画を策定中の団体につ

いて、計画策定前の防災意識は高かったでしょうか。該当する項目を下記から１つお

選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向

についてご回答ください。  

 

 

 

問 13 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の策定を通じて、計

画を策定中の団体の防災意識は、計画策定に取り組む前よりも高くなったと感じます

か。該当する項目を下記から１つお選びください。 

※地区防災計画作成中の団体が２団体以上ある市区町村におかれましては、全体の傾向

についてご回答ください。  

 

 

 

問 14 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の中に、災害時の「飲

料水」の確保について記載する予定のある計画がありますか。該当する項目を下記か

ら１つお選びください。 

 

  

Answer Choices
１．高かった 35.71% 20
２．どちらかと言えば高かった 39.29% 22
３．どちらかと言えば低かった 14.29% 8
４．低かった 0.00% 0
５．どちらとも言えない 10.71% 6

Answered 56
Skipped 702

Responses

Answer Choices
１．高くなった 34.55% 19
２．どちらかと言えば高くなった 30.91% 17
３．どちらかと言えば高くならなかった 1.82% 1
４．高くならなかった 0.00% 0
５．どちらとも言えない 32.73% 18

Answered 55
Skipped 703

Responses

Answer Choices
１．（2団体以上、計画を作成している場合は1団体でも）計画がある 31.25% 20
２．計画がない 68.75% 44

Answered 64
Skipped 694

Responses
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問 15 Ｑ14 で１（計画がある）を回答した自治体に伺います。作成中の地区防災計画で

は、災害時の「飲料水」をどのように確保する予定でしょうか。該当する項目を下記

からすべてお選びください。  

 

 

その他の主な回答 

・まだ検討中で、明確に決まっていない。 

・各家庭で備蓄。 

・ペットボトルと指定はしていないが、各家庭で備蓄。  

 

 

問 16 Ｑ３で１（ある）を回答した自治体に伺います。作成中の地区防災計画の中に、災

害時の「生活用水（トイレ、洗濯、入浴等）」の確保について記載する予定のある計画

がありますか。該当する項目を下記から１つお選びください。  

 

 

 

問 17 Ｑ16 で１（計画がある）を回答した自治体に伺います。作成中の地区防災計画で

は、災害時の「生活用水（トイレ、洗濯、入浴等）」をどのように確保する予定でしょ

うか。該当する項目を下記からすべてお選びください。  

 

 

その他の主な回答 

・まだ検討中で、明確に決まっていない。 

・ろ水機の活用。 

・各家庭で簡易トイレを備蓄、または、他の施設等で利用できるトイレを使用。  

・ペットボトルと指定していないが、各家庭で備蓄。 

・河川の活用、トイレ袋の準備。  

  

Answer Choices
１．地区内の地下水（井戸）を利用 14.81% 4
２．地区内の建物の給水設備（受水槽、高架水槽等）を活用 14.81% 4
３．地区内の各家庭・各事業所でペットボトルを備蓄 44.44% 12
４．外部団体と給水協定を締結 7.41% 2
５．その他 51.85% 14

Answered 27
Skipped 731

Responses

Answer Choices
１．（2団体以上、計画を作成している場合は1団体でも）計画がある 20.69% 12
２．計画がない 79.31% 46

Answered 58
Skipped 700

Responses

Answer Choices
１．地区内の地下水（井戸）を利用 22.22% 4
２．地区内の建物の給水設備（受水槽、高架水槽等）を活用 16.67% 3
３．地区内の各家庭・各事業所でペットボトルを備蓄 16.67% 3
４．外部団体と給水協定を締結 11.11% 2
５．その他 72.22% 13

Answered 18
Skipped 740

Responses



79 

 

 

問 18 Ｑ15 とＱ17 の両方、または、いずれかで１（地区内の地下水（井戸）を利用）と

回答した自治体に伺います。地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を、

その地区防災計画を策定している団体では行っていますか。該当する項目を下記から

１つお選びください。 

 

 

 

問 19 Ｑ18 で１（地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っている）と回

答した自治体に伺います。具体的には、どのような訓練や勉強会を行っているのか、

ご教示ください（自由回答）。  

 

主な回答 

・地区で作成した防災マップに、井戸水が取れるところを記載。町でも、災害時に井戸水

を供給してくれる家庭を募集しており、代表者はそれを把握している。  

・町の給水が地下水でまかなっている。災害時の問題は揚水と認識している。  

・片品村の水道についてはすべて湧水のため確保については難しくない。  

・訓練時に取水する河川の確認を行った。また、避難場所にある井戸の確認を行った。  

 

 

問 20 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。貴自治体で地区防災計画の作成・

普及が進まない理由として何が考えられえますか。自治体側の理由として該当する項

目を下記からすべてお選びください。該当する項目を下記からすべてお選びください。 

 

 

その他の主な回答 

・行政区域が狭小。 

・避難所運営委員会等を先行して設置しているため。 

・計画・マニュアルばかりが増え、整合性・調和が取れない。計画倒れとなる。  

・地区防災計画のような大仰なものでは、一般人である地域住民はかえって活動し難くな

ると考える。誰にでもわかりやすく簡潔で覚えやすいマニュアルを作成した方がより地

域防災力を向上させると考える。  

・自治会ごとに自主防災会を組織しており実情に応じ作成してもらえればよいと考えるため。 

・本市では地区防災計画制度以前から、自治会・町内会や避難所運営の主体となる「地域

防災拠点運営委員会」においてマニュアルの作成をお願いしています。  

・地区からの計画作成支援等の要望がない。  

Answer Choices
１．地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っている 33.33% 3
２．地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っていない 33.33% 3
３．地下水（井戸水）の利用を前提とした訓練や勉強会を行っているかどうか、把握していない 33.33% 3

Answered 9
Skipped 749

Responses

Answer Choices
１．業務量が多く、地区防災計画の作成・普及まで手が回らないから 55.09% 379
２．職員数が少なく、地区防災計画の作成・普及まで手が回らないから 61.63% 424
３．地区防災計画作成のノウハウを有していないから 43.60% 300
４．地区防災計画について十分な普及活動を行えていないから 59.74% 411
５．地区防災計画の業務に係る予算がないから 18.02% 124
６．防災担当の視点からすれば、地区防災計画の必要性は感じられないから 9.45% 65
７．その他 15.41% 106

Answered 688
Skipped 70

Responses
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・例えば山間部地域など、地区防災計画が有効とされる地域特性を有した地区がないため、

地区ごとの計画作成よりも、各家庭における防災対策の普及やマイタイムライン等の啓

発を優先している。 

・自治会や自主防災組織へ作成をお願いしているものの、進んでいない。  

・地域住民が作成主体である地区防災計画や地区ハザードマップ等の作成の難易度から、

まずは防災マップの作成の啓発を優先としている。  

・自主防災組織の育成に取り組んでいる段階であるため。  

・実態を把握していない。  

・自治防災組織は全ての行政区で整備されている。今後ブラッシュアップして地区防災計

画へ発展させる。 

・各小学校区における避難所運営マニュアルの作成支援や地域版ハザードマップの作成を

優先して地域と一緒に行っている。  

・洪水・土砂等必要なハザードが全市的に揃ってないから。 

・ひな形を各自主防災組織に配布しているが、作成したかどうかの確認まで行っていない。 

・学校を防災活動拠点として、地区防災計画作成に相当する防災対策に取り組んでいる。

この取り組みを地区防災計画化するかについては要検討。  

・地区の防災計画は必要であるが、地域防災計画に定める必要はない。  

・地域防災計画で網羅されており、各自主防災組織で防災計画（簡易）を作成し、防災訓

練等を実施。 

・地域での主体的な取組が不可欠であるから、市からの積極的な働きかけは行わない。 

・地区防災計画制度自体の地域への周知が十分ではないため。  

・地区別の津波避難マップの作成など、類似の効果的な作業を実施しているため。 

・自主防災組織活動マニュアル作成を検討。  

・避難行動要支援者の個別計画を優先している。  

・「地区防災計画」ではないが、すでに全地区に地区内の計画を提出してもらっている。  

・海、山など地形的な特色がなく、また区域もせまいことから一律の対応が可能なため。 

・区内の自主防災組織は、各地域の特性に応じた防災活動を盛んに行っている。各地域に

おける自助・共助の取組は、法による地区防災計画のねらいに相応する活動といえる。 

・時期尚早、自主防災組織等の結成促進が先。 

・自治体が小さいので町の防災計画で十分と考える。 

・地区の防災意識の醸成がなされていないから。  

・本町では平成 28 年より各指定避難所に避難所運営委員会の設置を始め、現在すべての

避難所に設置が完了したところ。まずは避難所運営委員会をしっかり機能させ、ゆく

ゆくは地区防災計画の作成につなげたいと考えている。  

・自主防災組織の組織率が低い為、自主防災組織の結成支援を優先し行っている。 

・各自主防災会で独自に防災計画を作成しているため。  

・災対法に規定する地区防災計画を作成しなくても、各組織独自に防災計画を策定してい

るため。 

・毎年、自主防災組織の編成表や連絡先などをまとめた地区防災ファイルを作成している

が、地区防災計画までは至っていない。  

・自社防災組織の方々に対して、有事の際の様々な防災活動を依頼しているところであり、

今以上の負担をかけてしまうと、組織自体が混乱する可能性があることから、現段階で

は普及啓発を行えない状況である。  

・自主防災組織における計画は策定されているが、当市では災害時・復旧時について記し

た避難誘導、避難所運営マニュアル指針を策定し、地区等でのマニュアル作成の普及を

勧めているため。 

・地区防災計画の策定について把握していない。  

・地区防災計画の作成は、当該団体の主体的な取り組みにより作成されるものであり、行

政主導による啓発や推進は、任意団体である自治会や町会にとっては押しつけ感が強く、

反発が予想されるため積極的な広報はしていない。  
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・地域に置ける防災体制を決めることは必要であるが、防災会議に諮る必要性が感じられ

ない 

・必要かもしれないが、期待した効果があるとは思わない。 

・自主防災組織＝自治会の状況の中、計画の作成・運用に係る団体負担を考えると、必ず

しも地区防災計画という形を執らなくても良いと説明せざるを得ない。  

・地域経済の低下に伴い職場が広域化し、地域のつながりが弱くなっており、地域活動が

全般的に低下しているため。  

・各地区の自主防災組織の活動は活発であるが、地区防災計画の成文化までの必要性を感

じない。 

 

 

問 21 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。貴自治体で地区防災計画の作成・

普及が進まない理由として何が考えられえますか。住民・事業者側の理由として該当

する項目を下記からすべてお選びください。該当する項目を下記からすべてお選びく

ださい。 

 

 

その他の主な回答 

・自治会組織がほとんど結成されていない。  

・役員が１年で交代してしまう。 

・広い範囲を対象とすると、災害リスクは異なり、逆に狭くすると 100 を超える自治会が

対象となり、対象を絞りにくい。  

・地域の役員が変わると考え方が変わる。引き継ぎの問題もあり。  

・組織内の防災担当者の入れ替わりが多いから。  

・理由の調査は行っていない。 

・町会・自治会のみで計画を作っても意味はなく、地区内の未加入者等の合意を得るのは

困難。 

・学校を防災活動拠点として、地区防災計画作成に相当する防災対策に取り組んでいる。

この取り組みを地区防災計画化するかについては要検討。  

・地域団体において地区計画を継続的に PDCA することが困難なため。  

・被災経験が無い。 

・住民にとって計画の策定はもちろん、維持管理のハードルが高いのではないか。 

・「地区防災計画」ではないが、すでに全地区に地区内の計画を提出してもらっている。  

・従来から行っている自主防災組織による地域の防災活動があるため。  

・町会・防災会による独自のマニュアルや全区立小中学校に組織している避難拠点で災害

時にスムーズに対応できるよう、マニュアルを策定し、それぞれの地域で特性に応じた

防災活動に取り組んでいるため。  

・高齢化により負担が大きい。 

・地区防災計画作成のノウハウを有していないから。 

・地域それぞれに特性があり、一概には何とも言えない。  

・自主防災組織率が低く、地区防災計画作成まで至っていない。  

Answer Choices
１．行政（公助）に対して過度に期待や依存をしているから 36.88% 253
２．自助や共助の取組についての理解が不十分だから 34.26% 235
３．自治会や町内会の加入者が少なく、活動が活発に行えないから 18.37% 126
４．高齢化等で地域が衰退して、活動が活発ではないから 42.42% 291
５．地区防災計画について知られていないから 66.33% 455
６．地区防災計画の必要性を感じていないから 35.71% 245
７．その他 10.06% 69

Answered 686
Skipped 72

Responses
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・多忙のため、地区防災計画作成を行うことまで手が回らないから。 

・各地区ごとに、避難に関することや役割分担など簡単な文書で取り決めを行っている。

地区内は高齢化等により計画完成まで期待できないと考えている。むしろ地区内に住む

要配慮者の避難支援について記した、個別計画の作成や修正などに力をいれていただき、

地区内の共助を構築。 

・自治会自体も社会の変化に伴い、役員のなり手がいなかったり、存続自体に苦労してお

り余裕がない。 

・災対法に規定する地区防災計画を作成しなくても、各組織独自に防災計画を策定してい

るため。 

・住民側では代替の防災カルテを有しており、毎年訓練を実施するなど独自の防災対策を

実施しており、計画がなくても高い防災力を持っている。  

・自治会の役員等に地区防災計画を策定する知識が不足しているため。  

・避難を要するような災害がない地域のため。 

・市の防災計画に位置付けられることにより、毎年度地区防災計画の検証、見直しが必要

となり、各自主防災隊の負担が大きい。  

・地区防災計画を作成・普及できるチカラが地区にない。今後の見直しや災害時の活用も

できないのが現実的と思われる。  

・町内会活動に関心がない。  

・地区防災計画作成のノウハウについて、有識者をはじめ他者から得るにあたり、予算・

人手等が不足しているから。  

・自治会や町会は任意団体とはいえ、総会を開いて次年度の事業計画に地区防災計画の作

成について盛り込み、会員の総意を得るプロセスが必要である。このため、計画の必要

性や作成能力があるか、時間や予算は確保できるのか、実効性のある計画が作成できる

見通しがあるかなどの根拠を説明する必要があり、手間のかかる作業のために手を付け

ないものと推察する。特に会長が輪番制の団体では顕著であると考える。  

・そもそも、防災について何も考えてない人が多い。 

・地区住民（特に役員）の手間が増えるため。 

・地域経済の低下に伴い職場が広域化し、地域のつながりが弱くなっており、地域活動が

全般的に低下しているため。  

・各自主防災組織の活動は活発であり、地区防災計画の成文化までの必要性を感じていな

い。 

 

 

問 22 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。地区防災計画の作成・普及のため

に受けたい支援はありますか。該当する項目を下記からすべてお選びください。  

 
 

その他の主な回答 

・継続的見直しに関われる存在。  

・雛形の提示。地域住民が作りやすくなるように簡素化したもの。  

・被災した経験のない自治体における先進事例。  

・自治会や町内会に対する支援や運営に関する資料やシステム。 

・地区防災計画に限らない防災に関する自主財源や人員の特定財源の確保策等。  

Answer Choices
１．計画作成のノウハウを持った人物や計画づくりのコーディネーターとなる人物の派遣 33.77% 231
２．地区防災計画作成の手引やマニュアル類の提供 56.58% 387
３．自分達に代わって地区防災計画に関する業務を行ってくれる事務局の存在 39.91% 273
４．地区防災計画の業務に関する予算措置 24.85% 170
５．特に支援を受けたいとは思わない 18.86% 129
６．その他 3.65% 25

Answered 684
Skipped 74

Responses
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・市町村単位の防災計画で用が足りるから。防災に関する計画・マニュアルが多すぎるた

め、行政も住民も分かりづらいものになっている。  

・村内の防災士の支援。 

・先進地区の事例紹介・ 

・人員 防災担当が兼務で、1 人では 30 地区の支援はできない。  

・地区防災計画を作成することに労力を割き、災害時は活用されないと思われる。  

・自治会や町会等における先進的な取り組み事例の紹介。計画作成の検討から総会等での

会員の合意形成、計画作成のプロセスをすべて含めたもの。 

・計画作成を熟知している人物が自治体へのアドバイスなど。  

・計画作成が必要だという報道などのアナウンス。  

・地区防災計画の必要性とその価値を理解させる施策が知りたい。  

・地区防災計画作成についての県内の研修会や、作成のサポート等の実施があるとよい。 

・支援を受けても業務が増えるため手が回らない。  

 

 

問 23 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。全体的な傾向として、住民団体や

事業者との普段の付き合いや活動の連携は親密でしょうか。該当する項目を下記から

１つお選びください。 

 

 

問 24 Ｑ３で２（ない）を回答した自治体に伺います。全体的な傾向として、住民団体や

事業者の防災意識をどのように捉えていますか。該当する項目を下記から１つお選び

ください。 

 

 

 

Answer Choices
１．親密である 12.92% 89
２．どちらかと言えば親密である 54.28% 374
３．どちらかと言えば親密ではない 7.55% 52
４．親密ではない 1.45% 10
５．どちらとも言えない 23.80% 164

Answered 689
Skipped 69

Responses

Answer Choices
１．防災意識は高い 4.80% 33
２．どちらかと言えば防災意識は高い 42.07% 289
３．どちらかと言えば防災意識は低い 23.58% 162
４．防災意識は低い 2.18% 15
５．どちらとも言えない 27.37% 188

Answered 687
Skipped 71

Responses


